
建設業者の皆様へ

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk1_000089.html

お問い合せ先

和歌山県県土整備部県土整備政策局技術調査課 073-441-3064･3069

� 必要書類が追加されます必要書類が追加されます必要書類が追加されます必要書類が追加されます
�従来の取締役に加え、顧問、相談役や、100分の5以上の個人の株主等に関する
書類が必要となります

�営業所専任技術者の一覧表の作成が必要となります
� 書類が簡素化されます書類が簡素化されます書類が簡素化されます書類が簡素化されます
�役員や使用人の略歴書が大幅に簡素化され、経営業務管理責任者を除き、職歴
の記載が不要となります

�役員や使用人の一覧表に生年月日や住所の記載が不要となります
�財務諸表に記載を要する資産の基準が100分の1から100分の5に緩和されます
� 営業所の専任技術者の証明が監理技術者資格者証によっても可能になります営業所の専任技術者の証明が監理技術者資格者証によっても可能になります営業所の専任技術者の証明が監理技術者資格者証によっても可能になります営業所の専任技術者の証明が監理技術者資格者証によっても可能になります
� 大臣許可業者の許可申請書等の提出部数が大臣許可業者の許可申請書等の提出部数が大臣許可業者の許可申請書等の提出部数が大臣許可業者の許可申請書等の提出部数が正本１部、副本１部正本１部、副本１部正本１部、副本１部正本１部、副本１部に削減されますに削減されますに削減されますに削減されます

� 型枠施工の技能検定が大工工事業の技術者要件に追加型枠施工の技能検定が大工工事業の技術者要件に追加型枠施工の技能検定が大工工事業の技術者要件に追加型枠施工の技能検定が大工工事業の技術者要件に追加されますされますされますされます
� 建築板金建築板金建築板金建築板金（ダクト板金作業）（ダクト板金作業）（ダクト板金作業）（ダクト板金作業）の技能検定が管工事業の技術者要件に追加されますの技能検定が管工事業の技術者要件に追加されますの技能検定が管工事業の技術者要件に追加されますの技能検定が管工事業の技術者要件に追加されます

� 外国人建設就労者・外国人技能実習生の従事の有無の記載が必要になります外国人建設就労者・外国人技能実習生の従事の有無の記載が必要になります外国人建設就労者・外国人技能実習生の従事の有無の記載が必要になります外国人建設就労者・外国人技能実習生の従事の有無の記載が必要になります
（再下請負通知にも記載が（再下請負通知にも記載が（再下請負通知にも記載が（再下請負通知にも記載が必要）必要）必要）必要）

� 役員等（取締役のほか、顧問、相談役等を役員等（取締役のほか、顧問、相談役等を役員等（取締役のほか、顧問、相談役等を役員等（取締役のほか、顧問、相談役等を含む）含む）含む）含む）に暴力団員や過去５年以内にに暴力団員や過去５年以内にに暴力団員や過去５年以内にに暴力団員や過去５年以内に
暴力団員だった者が含まれている法人、暴力団員等である個人、さらに、暴力暴力団員だった者が含まれている法人、暴力団員等である個人、さらに、暴力暴力団員だった者が含まれている法人、暴力団員等である個人、さらに、暴力暴力団員だった者が含まれている法人、暴力団員等である個人、さらに、暴力
団員等に事業活動を支配されている者については、許可を受けられなくなりま団員等に事業活動を支配されている者については、許可を受けられなくなりま団員等に事業活動を支配されている者については、許可を受けられなくなりま団員等に事業活動を支配されている者については、許可を受けられなくなりま
す。また、事後に発覚した場合には許可が取り消されることになりますす。また、事後に発覚した場合には許可が取り消されることになりますす。また、事後に発覚した場合には許可が取り消されることになりますす。また、事後に発覚した場合には許可が取り消されることになります

� 個人情報が閲覧対象から除外個人情報が閲覧対象から除外個人情報が閲覧対象から除外個人情報が閲覧対象から除外されますされますされますされます
� 大臣許可業者の許可申請書等の閲覧が都道府県ではできなくなります大臣許可業者の許可申請書等の閲覧が都道府県ではできなくなります大臣許可業者の許可申請書等の閲覧が都道府県ではできなくなります大臣許可業者の許可申請書等の閲覧が都道府県ではできなくなります
（建設業者の主な情報は国土交通省のホームページで検索可能です）

詳しくはこちら（国交省ＨＰ） （検索サイトで「建設業法改正」で検索）（検索サイトで「建設業法改正」で検索）（検索サイトで「建設業法改正」で検索）（検索サイトで「建設業法改正」で検索）

平成27年４月１日より、改正建設業法が施行されます
※解体工事業の新設については、平成28年春頃施行予定

Ⅰ．許可（更新）申請書や添付書類が変わります

Ⅱ．一般建設業の技術者（主任技術者）の要件が緩和されます

Ⅲ．施工体制台帳の記載事項が追加されます

Ⅳ．暴力団の排除が徹底されます

Ⅴ．許可申請書等の閲覧制度が見直されます


